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要　　約

本稿では,バリュー・マネジメント(価値観に基づく経営)は,戦略展開上の重要な要素で

あると考えている。本稿の目的は,バリュー・マネジメントの核である,企業のバリューを具

現化する概念を理解することである。わが国において,企業の経営活動の基本的な拠り所とな

るのは経営理念である。このことから,経営理念研究についてのレビューを行い,主体と明文

化の視点から,本稿における経営理念を「経営者個人が抱く信念に基づいて公表された企業の

価値観・目的および指導原理である」と定義した。また,経営理念の構造・類型化に関する先

行研究を整理し,各研究者によってどのような位置づけがされているのかについて確認した。

バリュー・マネジメントにおいて,経営理念は,いかに企業活動の全体に浸透させるかが重要

となる.このことから,理念の共有と浸透に関する研究である,組栢文化と理念の浸透メカニ

ズムについて検討し,その重要性を確認した。

1.本研究の意義
バリュー・マネジメントとは,価値観に基づく

経営を意味し,ミッションやフィロソフィーなど

企業の持つ価値観を具現化した概念に基づき戦略

や組織を構築していくことである。 「ミッション

経質」 (小野1997)や「バリュー経営」 (-係

1998)などとも言われ,その重要性について指摘

されているO

ミッションや理念は全ての企業に必要である。

創業時に経営者の旺盛な企業家精神や信念を具現

化した経営理念に基づき戦略の構築やマネジメン

トを行っていくことが,戦略展開上の重要な要素

となる。また,創業時はもとより,企業規模が拡

大し組織の階層が増すと,複雑になったマネジメ

ントの中で組織ベクトルをあわせる必要がある。

その際,構成員が共有する価値観が組織ベクトル

をあわせる役目を果たすのである。

バリュー・マネジメントにおいて用いられる理

忠,ミッション,ビジョンといった用語は,経営

活動を展開する拠り所となる価値観や行動規範,

指導原理であることは認識されていても,それら

の定義に関してしばしば精度を欠いている。これ

は,これらの用語で何を問題に議論するかによっ

て,その内容が大きく異なってくることや,主観

的な価値判断の性格が強い戦略的意思決定の際の

前提要素であることなどに起因するものと考えら

'J^

バリュー・マネジメントにおいて用いられるバ

1)ユーやミッション,フィロソフィーなどといっ

た用語については,研究者によって若干の違いは

あるものの,概ね次のような定義がされている。

バリューとは,当該企業が持つ独自の価値観で

あり,組織のメンバーの志向や行動の指導原理や

基準となるものである。一般に,その企業の創業

者の経営哲学などが基本となっており,明文化さ

れていないものを指す。

しかし,企業規模が拡大し創業後の年数が経過

してくると,暗黙知のままではメンバーが価値観

を共有し,それを個々の事業活動に反映させてい

くことが難しくなってくる。そこで,価値観を明

文化し形式知化したミッションやフィロソフィー

が必要となる。わが国では,これらミッションや

フィロソフィーを総称して経営理念や社是・社訓

と呼んでいる。

バリュー・マネジメントでは,ミッションや理

念を単に明文化し,ただ掲げるだけでなく,いか
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に戦略,組織,システムといった企業活動の全体

に浸透させるかが最も重要である。

本稿では,バリュー・マネジメントの核であ

る,企業のバリューを具現化する概念を理解する

ため,先行研究のレビューを行い,経営理念の考

え方について考察を行う。また,理念の浸透に関

する先行研究を通じて,その畠要性を確認する。

2.経営理念の定義,構造および類型
(1)経営理念の定義

.企業の経営活動において,最も基本的な拠り所

となる考え方である経営理念は,企業を支える価

値体系における中核的存在であることは明白であ

る。そして,経営理念が提供するものは,経営活

動における目的や行動規範,活動指針だけでな

く,組鰍こ共有されるべき価値観をも提供してい

ることについても異論がない。

しかし,経営理念のとらえ方はさまざまであ

り, 「経営理念」という言葉自体は,現実には一

致した定義や共通の理解が成立していないl)。わ

が国では,経営理念という用語は,さまざまな用

語とほぼ同義に使用されているO主なものを挙げ

ると,経営思想,経営イデオロギー,経営精神,

経営哲学,経営信条,経営使命,経営基本方針,

指導原理,企業理念,基本理念,綱領,経営方

針,企業目的,根本精札　信条,信念,理想,ど

ジョン,誓い,めざすべき企業像,事業成功の秘

事業領域,行動指針,行動基準,社是,杜

価値観,価値機軸,エートスなどである。

このように,経営理念に関して,多くの研究者

の問でさまざまな定義づけや概念規定がなされて

いるO経営理念の定義を検討する際に留意すべき

点は,次の2つである。 ①経営理念を策定する主

体は誰であるか, ②経営理念を公表しているかど

うかである。また,主体が個人である場合には,

信念や信条という用語が用いられ,主体が組織体

である場合,価値観という用語が用いられている

傾向が強い。

1)鳥羽・浅野(1984)は, 「経営理念の定義については,

日常しばしば使われる用語であるのにも関わらず,現在
の産業界をはじめ研究者の問ですら必ずしも一致した定

義はない.また,経営哲学,企業理念さらには経営思想

と類似の用語とどう異なるのかについても,人により議

論のわかれるところである」としている(p.37).

主体としては経営者と経営体の2つとし,この

うち経営者については,個人としての経営者と経

営機能の遂行の場における経営者としてさらに分

離・把握されている。ここでの経営者個人として

の理念は,経営者のパーソナリティに関するもの

であり,経営者の生活の中で形成されるものであ

るが,経営理念研究の主体把握については,概念

上除外して考える場合が多くとられている(間

1989)c　しかしながら,経営理念の生成にあたっ

て,経営者個人としての特性や理念が影響を及ぼ

すことは,経験的にも理論的にも明らかである

し,具体的な職能遂行に当たっての密接な連関の

重要性は軽視されがたい(清水1983).また,経

営者の組織人格性を厳格に通用し,組織の中の経

営者という視点をつきつめれば,経営者理念がそ

のまま経営体理念となると位置づける考え方が成

立するとされることには必然性がある(Barnard

1968 p.88)0

このような議論から, 2つの主体に関して,両

者は必ずしも排他的に論じられているものではな

く,可分性そのものが唆味な場合も多い。たとえ

ば,北野利信は「企業理念とは,そのじつ,経営

者が彼らの頭の中で企業のために構想した生活空

間」と指摘し,両者の不可分性を主張している

(北野1972 p.181)0

しかしながら,本稿は,経営理念の定義づけを

明確に行うことで今後の議論の精度を高めていき

an

中川(1972)は経営理念の言葉のもつ最小限の

内容として①経営者自ら企業経営について表明す

る見解, ②経営者の単なる主観的態度ではなく,

社会的に公表された見解であることを指摘したう

えで,経営理念を「経営者自身によって公表され

た企業経営の目的およびその指導原理」と定義し

た。

問(1990)は「経営上の諸制度(役割と規範の

体系)の中に体現されて経営組織の目的を示し,

組織統合の役割を果たすと同時に,メンバーに動

機づけを行い,企業内外の人々(社会)から正当

性を得ようとするイデオロギーである」と主張し

ている。

高田(1978)は「経営者が企業という組織体を

経営する際に抱く信念,信条,理念であり,簡単

には(経営観)といってよい」とした。そしてそ
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の経営観には環境主体観(社会観),経営目標観,

経営組織観,経営経済観の4つを含む。

Ouchi (1981)によれば組織体の経営理念とは,

その行為を通じて会社を形作ってきた創業者の価

値観や資質,道徳的な基本理念を基礎にしたもの

であるとしている。それらが具体的な社会的・経

済的な場面で明示され,経営理念として目に見え

る形で出現したのである。組織は,個々人を協力

させて何らかの統合された活動を行わせるた桝こ

存在しているので,経営理念はこの協力を達成す

る手段を強制せざるを得ないと述べている。

松田(2004)は経営者の個人的な信条や経営哲

学との区別が難しくなるために,公表性を重視

し, 「公表された個人の信念,信条そのもの,ち

しくはそれが組織に根付いて,組織の基づく価値

観として明文化されたもの(p.94)」としている。

主要な経営理念研究の特徴をまとめると図表-

1のようになる。

以上の研究から,経営者個人の信念はむしろ

「経営哲学」であり,経営理念はあくまでも企業

あるいは組織としての経営目的,指導原理を重視

することがわかる。それは経営理念が現実の活動

を支えるためには,広く企業の内外で理解され承

認されるものでなくてはならないからである。企

業は営利を目的するものの,基本的には人の集団

であるため,その存続が重要である。経営者は経

営基盤確立のたりに利潤確保に努めるが,それだ

けでは十分とはいえない。従業員や顧客の価値,

欲求,動機を満たすことを絶えず心掛け,人間的

側面を一層多く配慮しなければならないのである。

したがって,これらをふまえた経営理念の定義

に関する見解は,主体は個人・組織体の両方を含

むものであり,公表性については,公表されてい

ないとその内外へのインパクトを測ることが難し

いために,公表性を重視するものである。つま

り, 「経営理念とは,経営者個人が抱く信念に基

づいて公表された企業の価値観・目的および指導

原理」であると定義する。

(2)経営理念の構造

経営理念には,多様な代替用語が使用されてい

ることが定義づけの議論の中で明らかになってい

るが,これらの概念・用語は経営理念のなかの構

成要素として,ある階層をなしているのではない

かと考えられる。このことから経営理念の構造に

関する枠組みを掲示している先行研究を検討する。

鳥羽・浅野(1984)は, 「経営理念は,社会の

中で企業が長期的に存続,発展してゆくための指

導原理であり,それは, (企業内統合の原理)と

(社会適応の原理)の2つの機能からなる」とし,

「この双方を充たすところに,経営理念は成立す

る」と考える(p.8).

図表-1経営理念研究の特徴

研 究 者 主 体 公表性 経営理念の代替用語

中川敬一郎 経営者 ○ 企業経営の目的. 指導原理

問 宏 組織体 ○ 経営基本方針

北野利信 経営者 × 構想した生活空間

高田 馨 経営者 .組織体 × 新4 , 信免 理想, 経営観

浅野俊充 組織体 × 価値観, 指導原理

加護野忠男 経営者 .組織体 ○ 価値観, 世界観

中村元一 . 山下達哉 トップマネジメント × 経営哲学, 世界観の統合 .融合

水野内徹也 経営者 .組織体 × 行動規私 行動指針, 価値軌 価値機軸 エートス

奥村惑一 経営者 . 組織体 ○ 信念. 世界観

森本三男 経営者 × 信念, 信条, 理想, イデオロギー

小林袈裟治 経営者 ○ 経営理念, 理念 精神的支柱

北居 .松田

O uchi

経営者 ○ 信念, 信条

経営者 ○ 基本理念, 経営理念

Sutton 経営者 ○
Busin ess Creed
信念, イデオロギー

A .Jim 経営者 .組織体 ○
ビジネス .オピニオン

ビジネスアイデオロジー

出所 -.加護野忠男柄 r企業の戦晩 八千代出版, 2003年, 41貢に加えて筆者作成。
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哲学と倫理-宇宙観と人間観,社会観と倫理観(心と道一義と情と利),人生観と職業観

J

(企業経営の理念)

企業観一企業理念(企業とは何か,企業は誰のものか,企業は何のために,誰のた糾こ存在

するのか,企業の本質と存在意義,目的・使命は何か)

1

事業観一事業理念(産業人の使命,事業の目的・使命,事業領域,義と情と利)

J

経営観-経営理念(経営理念としての信念,信条,経営のやり方の価値基準)

1

行動理念・指針(経営者,従業員の具体的,実践的な行動規範,倫理基準)

図表-2　企業経営の指導理念の構造

出所:水谷雅一縮r経営倫理』同文館出&　2003年, 36頁を筆者が一部修正。

また,水谷(2003)は「企業の指導理念(広義

の経営理念)は,企業観に根ざした企業の本質や

存在意義や企業目的についての考え方を示した

く企業理念),事業観に根ざした事業の目的や使命

についての(事業理念),経営観に娘ざした経営

のやり方についての経営態度や姿勢を示したく経

営理念) (狭義の経営理念),これらの理念を実践

的に具体化した(行動理念・指針)を含んでい

る。それらの理念は段階をなし,相互に関連し,

すべてに(経済の理念)とともに(道徳の理念・

経営倫理)がビルトインされている(p.36).」

とした(図表-2).

経営理念は,企業理念と経営方針の二部構成や,

社是と基本方針の二部構成である場合も多い。ま

た,日本企業では,社是,社訓,綱領,信条,描

秤,会社創立の目的や会社の発展過程で生み出さ

れてきた会社の目的,企業理念,経営方針または

経営指針,企業行動憲章などで示されている。

つまり,経営理念は複数の構成要素から成り

立っており,それはより抽象的で理想的な上位概

念から,具体的で実践的な下位概念という階層を

なしているということである。そして上位概念は

普遍であり,創業者から伝えられることで組織の

機軸となり,下位概念は環境の変化によって柔軟

に変化するものと考えられる。

さらに,奥村(1994)は,経営理念を3つの階

層にわけ説明している。 ①会社の使命や存在意義

についての(経営理念), ②これを具体化し実行

するための(経営方針), ③そして,社員の行動

を指示する(行動指針)2)の3つの階層があると

する(p.8)e

経営理念が階層をなしていることによって,こ

のような柔軟性を発揮することも可能になるので

ある(松田2004)e

(3)経営理念の類型

経営理念は企業の社会的な役割や責任を明らか

にし,進むべき方向性を定めるとともに,指導原

理として機能するものであるというコンセプトは

定着しているものの,その重点志向性は多岐にわ

たっている。経営理念が他の機能領域に比べて唆

味であり,しかも「現実と承離した単なる理論上

の概念にすぎない」とする厳しい批判もある。

経営理念はその表明主体が企業の創始者である

2)わが国における行動指針の顕著なものとして,電通の
「鬼十則」を挙げることができる。現在,電通の「鬼十

側」は他社の企業研修などに利用され,関連本も多数あ
る。その内容は以下のとおりである。

吉田秀雄元社長の「鬼十則」
一.仕事は自ら「創る」べきで,与えられるべきではな

い.
二.仕事とは,先手先手と「働き掛け」,受身でやるべ

きではないO

三. 「大きい任那」と取り組め。小さい仕部は己を小さ
さira

四. 「難しい仕事」をねらえ.それを成し遂げるところ
に進歩がある。

玉.取り組んだら「放すな」.殺されても放すな。
六.周囲をr引きずり廻せ」。引きずるのと引きずられ
るのとでは,長い間に天地の差が出来る。

七. 「計画」を持て。長期の計画を持っていれば,忍耐
と工夫と正しい努力と希望が生まれる。

八. r自信」を持て.自信がないから君の仕掛ま迫力も

粘りも厚みすらもない。
九.頭は常にr全回転」。八方に気を配って一分の隙が

あってはならぬ。サービスとはそのようなものだ。

十. 「摩擦を恐れるな」。摩擦は進歩の母,積極の肥料
だ.でないと,きみは卑屈未練になる。
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のか,後継者のいずれかによって,あるいは後継

者であっても創業者の同属であるか,生え抜きも

しくは天下りであるかによって,つまり経営者の

出自によって志向するところが異なっている。社

歴や事業領域,企業規模,経営方針あるいは企業

の抱えている重点課題や価値意識など諸々の内部

因子とも深く関わっている。

上聞(2000)は経営者の出自,企業規模,先進

度及び地域特性を基準に,経営理念の類型化を試

みている(図表-3)0

さらに,企業の存立や社会的な諸状況(環境因

チ)との関連でみれば,経営理念は体制,指導お

よび伝統文化の因果関係も大きいO生命論的視点

に立てば,体制やシステムを超越した基準,すな

わち生命の尊厳と人類の平和を希求するところに

その価値があり,したがって,企業の経営理念は

普遍的な真理に立脚するものでなければならな

い。

つまり,経営理念は,企業内部における指導原

理もしくは行動規範として機能する側面(内部的

志向性)と,企業の存続理由や対社会的な役割や

責任を志向する側面,さらには,生命・人命の尊

厳を基準にした普遍的な側面を志向する理念に大

別することができる。

3.理念の共有と浸透
(l)組続文化に関する研究

これまでの議論から明らかなように,経営体を

主体とする理念は,経営者理念と異なり,成員の

問で「共有」され,再生産される理念である。経

営理念として取り上げられる社是・社訓等は,上

述の経営者の理念と相対的に異なる。元来の理念

創出が,創業者等の経営者機能に起因するものと

しても,それが歴史的に形成され,客体化される

場合,現時点での経営者にとっては,価値の現実

化以前に準拠的な価値として存在しているという

意味で,相対的に外部化・独立化してくる。社

是・社訓として客体化した理念は,そのものとし

て蛮要性を持つが,これと経営体に凝着している

理念が,等価なものとして成立しているとは必ず

図表-3　経営理念の基準と類型

基 準 表明主体 類 型

経営者の出自 所有経営者 営利志向, 短絡的, 保守的

専門経営者 経営体の保持, 革新的

創葉者 個人的な価値観営利志向

創業者の同族 創業者への追従 (継承) 壁

後継者 (生え抜き) 企業の持続

後継者 (外部登用) 各々の専門分野を重視

規 模 大規模 対社会的役割 .貢献及び対内外同時志向

中小規模 対内 (自立) 志向

業 種 金融 マクロ経済志向

製造 .加工 R & D 志向

流通 消費者 .マーケテイング志向

サービス 安全 .迅速

第一次関連 バイオテクノロジー

市場シェア志向

国 (東西) 刺 欧米 俗世的 Secular

東洋 現在的 Tem poral

先進度別 先進国 国際社会への貢献

人材の創造 .グローバ リゼI シヨン

中進国 キャッチ .アップ
凌駕志向

後進 (発) 国 キャッチ .アップ
近代化志向

地 域 別 先進地域 .(都市) 国際化, 人的資源志向

格差是正, 振興開発

低開発地域 自立志向 .

出所:上聞陸別rローかレ企業活性化論-経営理念との相凱森山書店, 2000年を筆者が一部修正。
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Lもいえず,そうしたものが存在するからといっ

て,準拠性が常に維持され,機能するとは限らな

い。 (清水1983p.21)c　その意味で,付随的・事

後的の位置づけより組織を主体とする理念を中む

的課題へ導き出す契機となったのは,組織文化論

の登場である。

組織文化論はそれ自体,定義・アプローチにお

いて多様性が内包されており,一様に論ずること

はできない(飯田1991, 1993)e　しかし,多くの

研究において, 「価値」が組織文化の「中核的」

要因として把握され,同時に, 「共有」を要件に

検討されていることから,経営体を主体とする経

営理念を代表するものと考えることができる。

経営理念は企業にとって最も重要な価値を明ら

かにし,情報収集やアイデアを生み出す方向性を

左右することがわかった。また,経営理念は企業

の存在意義を明らかにし,企業の根底になり企業

文化の核となる。ここでいう, 「企業文化」とは,

企業に参加する人々に共有されている価値観と,

共通の(基本的仮定を含む)考え方,意思決定の

仕方,および目に見える行動パターンの総和とし

ての概念化したものであり,一般的意味は以下の

6つに整理できる。

1.使用する言葉および敬意の念や態度を表す

儀式のような,人々が相互に影響する際に観察さ

れる行為の規則性(Goffman, 1959, 1967: Van

Maanen, 1979)

2.ホーソン研究のバンク・ワイヤリング・

ホームで発生した「働きに応じた報酬」という特

定の規範のような,職場グループの中で造りださ

れた規範(Homans, 1950)

3. 「製品の品質」や「価格リーダシップ」の

ような,組織によって信奉される支配的な価値

(Deal & Kennedy, 1982)

4.従業員や顧客に対する組織のポリシーに指

針を与える哲学(Ouchi, 1981; Pascale & Athos,

1981)

5.組織の中で生きていくためのゲームのルー

ル,新参者がメンバーとして受け入れられるた

めに学ばなければならない「秘訣」 (Schein,

1968, 1978; Van Mannen, 1976, 1979; Ritti &

Funkhouser, 1982)

6.組織のメンバーが顧客や外部の人と接する

際の態度やオフィス・レイアウトによって伝わっ

てくる組織の中の感情や風土(Tagiuri & Litwin,

1968)

また,河野豊弘&スチュワ-ト・R・グレグ

(2000)は, 「共有された価値観はグループの持つ

暗黙的な欲求あるいは欲望であり,どのような意

思決定や行動が望ましく,また望ましくないかを

左右する。しかし,その生成のプロセスは目に見

えない。そのため,企業文化はメンバーの知覚形

成に役立っているが,その存在に気づかないこと

が多い。このような意味で,企業文化は企業の

rソフトウェアJであってrハードウェア.1では

ない。他方でこれは,経営理念,企業戦略,およ

び資源構造を媒介する変数である。また他方で

は,財務成果とメンバーの満足とを結び付けてい

る。」とした(図表-4),

経営理念を通じて,メンバーは共通の価値を共

有する。経営理念が「信念」として価値観を提供

し,当然のこととみなされるほど浸透した時,

「組織文化」 「企業文化」となるのである。

また, 「文化とは,単に制約条件なのか,それ

とも全体の文化なり,サブ・カルチャーを,真に

理解する組織は,この洞察を戦略上の強みの源

泉として利用できるのであろうか。」といった論

点から文化の重要性を戦略との関係から考え

る研究も多数ある(Beckhand & Harris, 1977;

Schwartz & Davis, 1981; Peters, 1980; Allen &

Kraft, 1982; Peters & Waterman, 1982; Stonich,

1982)c

経営理念の浸透は,それ自体が企業に変化をも

たらすというよりも,文化変化をもたらす基盤と

なる。経営理念の浸透を心がけている企業では,

経営理念がよりどころとなり,メンバーに文化変

化を受容させるだけの心理的安心感を与える基盤

となると考えられる。

また経営理念はメンバーに仕事の意味を教え,

メンバーを動機づける効果も期待できる。そし

て,外に対しては会社のイメージを決める。経営

s　団田
図表-4　企業文化の役割

出所:河野盟弘&スチュワ-ト・R・グレグ,吉村典久他

訳r経営戦略と企業文化一企業文化の活性化J白桃

習房, 1999年, 12頁。
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理念を表明することによって,企業イメージを顧

客の問に形成するのである。

つまり,経営理念の主な機能は,企業内部の統

合機能と企業外部に対する適応機能の2つであ

る。企業内部の統合機能は,さらに成員の動機付

け機能と,組織の成員の統合機能というサブ機能

を保有している。この2つのサブ機能は, Peasons

(1961)の4つの機能要件のうち, L (潜在的パ

ターンの維持)とI (統合)にそれぞれ対応して

いるといえよう。また,組織の成員の統合機能

は,組織の中で一体感を醸成する機能と,組織の

指針・(バックボーン)的機能にわけられる。一

方,外部に対する社会的適応機能は,企業の対外

活動における正当化の機能と,環境変化に対する

適合機能というサブ機能を保有している。これら

2つのサブ機能は,前述のPeasons (1961)に

おける, G (目標達成)とA (適応)の機能要件

に対応している。環境変化に対する適合機能は,

適合機能を通しての存続効果と,組織の活性化効

果に分けられる。以上のようなさまざまな機能・

効果が期待されるため,経営理念の浸透は重要な

戦略的課題となっているのである。

日本企業を対象とした研究では,日本的経営の

特徴のひとつとして,経営理念浸透の重要性があ

げられている　Pascale&Athos (1981)は,日

本企業が優れている理由として, QCサークルや

終身雇用といった側面ではなく,経営の理念と

勘,スタイルとスキルをあげている。彼らの概念

枠組みには, 「7つのS」とよばれる要素がある。

それらは,ハード面(公式的)では,戦略・機

構・システムの3要素であり,ソフト面(社会的)

では,スタッフ・経営スタイル・経営スキル・上

位目標の4要素である。アメリカ企業と日本企業

を比べると,アメリカではハード面に焦点を絞る

傾向にあるが,日本ではソフト面を軽視すること

はない。このようなソフト面の重視が,日本的経

営の特徴であり,成功に導いている要因であると

いえよう。ソフト面の要素である「上位目標」

は,組織がその成員に植えつける理念あるいは指

標となるような概念,もしくは組織内の人間が共

通に持つ価値観と定義されている。上位目標は,

従業員に羅針盤を与え,正しい方向に足を踏む出

させる機能をもつ。また,上位目標が大きく業績

に貢献している場合もある。

加護野他(1983)においては,高業績企業の共

通点として,価値・情報の共有を提示している。

日本的な雇用慣行・組織編成のもとでは,このよ

うな情報の共有は,経営成果にプラスの影響を及

ぼす。なぜならば,価値・情報の共有が,従業員

の凝集性,企業への一体化,内発的な動機付けを

促進し,公式的な組織機構を通じてはきだすこと

のできないエネルギーを生み出すからである。日

本においては,経営成果にもっとも重要な影響を

与えているのは,経営理念の制度化である。その

理由は,日本では経営理念の制度化が,組織的統

合を達成する数少ない手段であるからである。

経営理念の共有と浸透の盛要性はアメリカ企業

においても強調されている　Peters & Waterman

(1982)は,メンバーによる価値観の共有による

企業の成功要因を分析した。研究当時「エクセレ

ント・カンパニー」とみなされた企業の中で, 8

つの要素が分析されている。

・行動の重視

・顧客に密着する

・自主性と企業家精神

・人をつうじての生産性向上

・価値観に基づく実践

・基軸から離れない

・単純な組織,小さな本社

・厳しさと綾やかさの両面を同時に持つ

超優良企業の大半が明確な哲学や価値観,伝

秦,ビジョンといった経営理念をもち,同時にこ

れらを組織に浸透させ共有させるためにさまざま

な努力を払っていることを指摘し,経営理念その

ものの中身だけでなく,その浸透の重要性をも指

摘している。

また, Kotter&Hesket (1984)は, 「企業文化

には共有された価値観とグループとしての行動に

対する規範が含まれている」と述べている。この

研究によれば,環境に適応的な企業文化において

中核を占めている価値観は,顧客,利害関係者お

よび従業員に対して強い関心を寄せるというもの

である。

Collins & Porras (1994)は,ビジョンをもっ

ている企業,未来志向の企業,先見的な企業,莱

界で卓越した企業,同業他社の間で広く尊敬を集

め大きなインパクトを世界に与え続けてきた企業

をビジョナリー・カンパニーとし,ビジョナ
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リー・カンパニーにおいては,理念の内容だけで

はなく,それをいかに深く信じているかという程

皮,また,企業行動に理念が具体化されている程

度が重要であると指摘している。基本理念は,ど

ジョナリー・カンパンニーに不可欠な要素であ

り,基本理念がしっかりしていることが,ビジョ

ナリー・カンパニーの成長,発展,転換にとっ

て,特に重要になっている。

Ouchi (1981)は,アメリカにおける,こまや

かな人間の機微に触れた経営手法を開発し成功し

た組織をZ組織とし,その基礎は経営理念であ

ると説明している。彼のいう基本理念とは「その

会社のそれとなく表現されたセオリー,価値観と

信念(目的と手段) (p.67)」である。また,基本

理念は,なにが重要でなにが重要でないかを明確

に示すことで,組織のもつ独自性を維持するのに

役立つものである。経営理念は,組織の基礎であ

るだけでなく, Z組織では,経営理念に基づいた

意思決定が行われている。 Z組織へ移行する際に

ち,経営理念の浸透の虫要性が説かれている。

以上のように,日米の高業績企業では,強力な

企業文化が形成され,価値ないし理念の共有と制

度化,そして組織内浸透が図られている。日本企

業においても,アメリカ企業においても,経営理

念の浸透は経営成果に影響を与える重要な手法で

あることが示唆されている。

近年,経営理念は戦時と結び付けられて議論さ

れる傾向にある。経営理念の提示とその浸透が,

経営戦略の形成と実行に影響し,最終的に成果に

結びつくという主張である。特に環境変化が激し

い組織では,公式的な規則やルールよりも,理念

の浸透による価値観の共有が人々の行動のコント

ロールに有効であるといわれている(Tushman

& O'Reilly, 1997)c

(2)理念の浸透メカニズムに関する研究

理念の浸透メカニズムについては,これまでの

研究では,シンボルが中核的な役割を果たすという

示唆を得ることができるO例えば,伊丹・加護野

(1989)は.価値観の浸透と伝承のた釧こ効果が

ある手段として, ①わかりやすくかつ理想を感じ

させる言語での表現, ②具体的行動の共有, ③象

徴の共有, ④教育, ⑤選抜,の5つがあると述べ

ている。

Collins & Porras (1994)は,自社の理念に基

づいて,それを強化するように一貫したシグナル

を送り続ける具体的な仕組みを確立するための方

策として, ①教育・研修, ②英雄的人物の神話を

語り継ぐこと, ③理念との適合を基準とした昇

追, ④文書・発言,の4つをあげている。

野林・浅川(2001)は,経営理念の5つの浸透

策を掲示している。それは, (》明文化(社内外で

アピールすること), ②理念教育研修(経営理念

の歴史・背景・役割を成員に教育すること), ③

ビジュアルでの象徴(マーク,ロゴやモニュメン

トによるシンボル化), ④人,ソフトでの象徴

(創業者,英雄のシンボル化,神話・伝説・儀式

によるシンボル化), ⑤インナープロモーション

(ミーティングやフォーラムなどで経営理念の共

有を図ること),の5つである。

Schein (1985)は理念の浸透メカニズムを,

「次的メカニズムと二次的メカニズムに分類し

た。文化を植えつけ強化するための一次的なメカ

ニズムは, (》リーダーが注目し,測定し,統制す

るもの, (参危機的事件または組織の危機に対する

リーダーの反応, ③リーダーによる,慎重な役割

モデリング,教育,指導, ④報酬や地位を与える

基準, ⑤募集,選抜,昇進,退職,免職の基準,

の5つである。

二次的メカニズムは,理念を明確化し,強化す

る役割を果すものである。二次的明確化と強化の

メカニズムは, ①組織のデザインと機構, ②組織

のシステムと手続き, ③物理的空間や建物の表面

や建築物, ④重要なイベントや人物に関する物

語,伝説,神話,寓話, ⑤組織の哲学,信条,憲

章についての公式表明,などの5つである。

これらのメカニズムを「二次的」と呼んだ理由

は,それらが作用するのが,前述の一時的メカニ

ズムと整合性を保っている場合に限られるからで

ある。両者が首尾一貫している場合,二次的メカ

ニズムは,組織のイデオロギーを構築し始め,そ

れにより当初,非公式に学んだことの大部分を公

式化し始める。首尾一貫していない場合は,それ

らが無視されるか,または,内的葛藤の種となる

であろう。しかし,現に機能している文化的仮定

は必ず,まずリーダーが実地に示すものの中に明

瞭に現れるのであって,書かれたものとか,デザ

インや手続きから推測されるものなどに現れるも
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のではない。

Scheinの見解によれば,組織の文化を表してい

るが,それらはどれも文化の本質ではない。 「文

化」という言葉は,組織のメンバーによって共有

され,無意識のうちに機能し,しかも組織が自分

自身とその環境をどうみるかを,基本的で「当然

のこととみなされた」方法で定義するような「基

本的仮定」や「信念」という,より深いものとし

て使用されるべきなのである。これらの仮定や信

念は,外部環境での生き残りという問題や内部統

合という問題に対応して学習されたものである。

このような主張は,行為的シンボルの相対的蛮

要性を示唆しているといえよう。なぜならば,行

為的シンボルとは,その内容から,前述のSchein

(1985)の一次的浸透メカニズムと同じ概念であ

るからである。同様に,言語的シンボルと物質的

シンボルは, Scheinの二次的メカニズムと同じ

概念であるといえる。ここで重要なのは,二次的

メカニズムは,一次的メカニズムを補完するもの

であるという点である。それゆえ,一次的メカニ

ズムが浸透メカニズムとして機能することが最も

重要となってくる。したがって,一次的メカニズ

ムの重要性は,行為的シンボルの重要性を導く。

先行研究では,組織の中心的価値観である経営

理念が,組織内のさまざまな象徴的行為によって

浸透し,それがどのような影響を与えているかと

いう点に着目している。したがって,機能主義的

組織シンボリズム論に立脚しているといえる。日

本における1980年代後半にかけての「CIブーム」

は経営理念の浸透にシンボルが重要な役割を果た

したことを実証している(Thomas J. kosnickほ

か, 2002年)0

しかしながら,梅津　　　　の行った調査によ

ると, 「経営理念は社員に広く共有され,組織全

体に浸透していると思う」という問いに対する回

答は,東京の管理職が5点尺度で平均が1.94,大

阪の管理職で2.26であった。また,関西生産性本

部の2000年度経営実態調査では,経営理念を伝え

るパンフレットなどの一次的メカニズムによって

理念浸透を図っている企業が比較的多いのに対し

て(各79%, 51.6%),理念に忠実な人が高く評

価されたり,理念にまつわるエピソードを社内で

語りつぐなどの行為的シンボルといえる方法をつ

かって,理念の浸透を図っている企業は少なかっ

-79-

た(各8.4%, 13.396),

以上の結果は,かつては日本企業の特徴である

とぎれた経営理念が,予想以上に浸透していない

という実情を示しているのに加えて,行為的シン

ボルを使った理念の浸透策を講じていないことを

示唆していると考えられる。

つまり, Schein (1985)の理念の浸透メカニズ

ムでいう,一次的メカニズムにあたる方法は,近

年とられていない可能性がある。特に,大企業に

おいては,リーダーの直接的指導は不可能な状態

であるし,募集の際に徹底した選別を行う企業も

少ない。その点から,実際に行動として示すなど

の,一次的メカニズムを浸透方法として一貫して

行えるのは,小規模な企業ではないのだろうか3)0

このような点から,理念の浸透方法についての現

状を把握する必要があると考える。

4.今後の研究課題
バリュー・マネジメントを理解するた桝こ,企

業経営の価値的側面を具現化する概念として「経

営理念」を取り上げ議論してきた。しかし,その

ほかにも上述したように経営理念と同義語として

みなされる用語が数多くあり,また,同じ用語で

も研究者によって意味内容が大きく違っているの

が現状である。

本稿では,経営理念の定義,構造,類型につい

て考察することにより,各研究者によってどのよ

うな位置づけがなされているのかについて確認し

た。このことにより,今後バリュー・マネジメン

3)大企業による一次メカニズムの浸透策の事例として,

アムウェイがある。アムウェイは,マルチビジネスとい

う側面から,マーケテイングの問題事例としての研究が
多いが,カルトともいえるほどの強い文化を保持してい

る。それは, 「ミーティング」とよばれており,従業員的

立場である「メンバー」および「ディストリビューター」
による会合である.その場では,グループリーダーによ

る徹底した経営理念の植え込みが行われている。 「メン
バー」になる以前,アムウェイのマーケテイングシステ

ムを説明する前に行われるのは,創始者の写真集を見せ

ながら行う「アムウェイの歴史」の説明である.続いて,
経営理念・社会貢献活動と続き,その後,ビジネスの詳

細が語られるのである(この間約2時間半)。このことか
ら,二次的メカニズムを利用しながら,一次的メカニズ

ムを実行しているといえる。アムウェイは,経済的にも
高菜続を上げている。筆者は,さらに詳細な調査を行う

ことによって,理念の浸透と某紙との関係にも言及でき

ないだろうかと考えているが,カルト的要素が強いこと
から,現段階では採用を控えているD



トに関して,より精度の高い議論を展開できるで

あろうと考える。

また,理念の共有と浸透に関する研究を通じ

て,その重要性やメカニズムについて考察した。

重要性に関しては確認できたものの,いかにして

実際の企業に組み込んでいくのかについて,十分

に説明できなかった。

本稿では欧米における「ミッション」の考え方

について言及していない。ミッション・フィロソ

フィーといった概念は,スピリチュアルな意味合

いもあり,わが国における経営理念と同等に扱う

には,議論を急ぎすぎる。

こうした点もふまえて,今後も企業の価値観に

関する研究課題に取り組みたい。
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